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§1　旧推計と新推計

　筆者はこれまで、植民地期を通じての「在日」朝鮮人人口の推計作業を行い、その推計結
果を折にふれて発表してきた。最初の試みは、朴在一の先駆的ではあるが問題点の少なくな
い仕事（朴［1957］）の欠点を補正すべく、回帰手法を援用し、国勢調査ベースでの年次別内
地在住朝鮮人人口値（以下、国調人口）を推計することだった。その結果は田村［1977］に
まとめておいたが、そこでの作業は朴推計同様に、内務省警保局調査による人口値（以下、
警保局人口）を利用して、全国レベルでの国調人口を推計することにとどまっていた。つま
り、警保局資料を道府県別値にまで遡って検討することなく、年次別全国値の推計で満足し
てしまったのである。ただしそこでは、いまひとつの資料である釜山港を中心とした渡航者
数と帰還者数の統計を援用して、純流入者の増減が国調人口の増減に反映するよう工夫はし
ておいた。いずれにせよ、その結果を「推計 I」とよんでおく1。
　この欠点を改善すべく、筆者は警保局資料の原資料を細部にわたって検討し、誤植の訂正、
欠落部分の補間などをおこなったのちに、警保局調査ベースでの道府県別在日朝鮮人数を、
植民地期全体にわたって推計した。これが、田村［1981 -82］であり、その内訳は、男女別、
就業・非就業別、職業別、出身地別、そして世帯数（戸数）と常住・非常住別である。そこ
で改めて筆者は、新たに整備した警保局人口諸系列を利用して、国調人口の再推計に取りか
かった。その成果が田村［1983a］である。これを「推計 II」としておく。その後のいくつか
の分析研究は、この「推計 II」を利用したものである2。
　しかし後日、朴推計と上記両推計を仔細に比較した結果、「推計 II」では、流入が急増する
時期については過小評価、逆に急減する時期では過大評価となっている可能性を危惧せざる
をえなくなってきた。そこで、「推計 II」の値を一部取りこみながら、再度推計し直したのが、
田村［1999］である。この最新の推計結果を「推計 III」とする。ここまで筆者が行ってきた
三つの推計と朴推計の簡単な比較検討結果は、田村［1999］（I）にまとめてあるが、もちろ
んこれで十分というわけでなない。
　ところで、田村［1999］では、「男女別人口」（I）、「出身地別人口」（II）、そして「職業別
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人口」（III）を逐次発表してきたが、「戸数・世帯数」と「常住・非常住別人口」については
未発表のまま今日に至ってしまった。推計作業自体はすでに 1999 年の時点で終了していたの
だが、同論文で記したように発表が遅延したのは、もっぱら筆者の個人的な事情によるもの
であった3。そこで、新推計のうち残された最後の部分をまとめておこうというのが、本稿の
目的である。

§2　推計手順

　まず、戸数・世帯数の推計手順の説明から始める。原系列（警保局資料）では、1922 年−
1934 年までは戸数、それ以降は世帯数となっている。1935 年から 1945 年までの世帯数は推
計済みである。
　そこで 1922 年−1934 年の期間については、全国合計値をもとにした修正倍率（世帯数／戸
数）求め、これによって道府県別の戸数を同世帯数に変換することとした。すなわち、世帯
数（XHOLD）をもとに警保局ベースでの世帯当たり人員（XPOP／XHOLD）を計算し、こ
れを利用して国調人口（YPOP）から国調ベースでの世帯数（YHOLD）を割り戻す。つまり、
YHOLD＝YPOP ／（XPOP／XHOLD）である。さらに 1910 年−1921 年については、世帯当
たり人員に 7 か年の移動平均公式を適用し、1922 年から順次前年に遡及させたうえで、当該
期間についても上記の割り戻し手法を適用する。
　かくして、全期間にわたる世帯数の全国合計値がえられる。これをコントロール・トータ
ルとして、各年の同府県別の国調ベース世帯数（YHOLD）を、警保局ベース世帯数の道府県
別比重をもとに比例配分したうえで、収束計算を繰り返して全国値に等しくさせる。
　つぎに、警保局資料では、総人口（XPOP）を常住人口（XPOPS）と非常住人口（XPOPU）
に分割している。ただしこの資料では、常住人口の明確な定義は与えられていない。国勢調
査自体が一定の定住ないし常住概念を基礎に行われるものである点を考慮すれば、警保局デ
ータをもとに国調人口を推計し、これをさらに常住・非常住人口に分割することには疑問の
余地が残る。がしかし、この点に留意しながら国調ベースでの常住人口値を利用し、なんら
かの傾向を読み取ろうとするのであれば、それなりの有用性は期待できるであろう。
　そこで、警保局ベースでの男女別常住率をそれぞれ、XPOPSM／XPOPM　および　
XPOPSF／XPOPF とする。1919 年−1945 年については、警保局ベースでの男女別常住率を
そのまま採用して国調人口での常住率とみなし、これに男女別国調人口を乗じて、国調ベー
ス常住人口（YPOPSM および YPOPSF）の全国値系列をえる。残る期間（1910 年−1918 年）
に関しては、世帯数の場合と同様に 5 カ年移動平均公式により逐次遡及させる。最後に、か
くしてえられた全国値系列をもとに、道府県別の常住人口を求める手続きも、世帯数の場合
と同様である。
　以上の結果をまとめたのが、表 1（全国値）と表 2（道府県別値）である。ただし、1945 年
のみは 8 月 15 日現在値であり、残りは全て 10 月 1 日現在である。推計結果の詳細な検討に
は他日を期すほかないが、表 1 の全国値による常住率の動きをみるかぎり、1923 年の急激な
低下が気になる。これを異常値とみるかどうかはともかく、警保局資料からえた指標をその
まま国調人口に掛け合わせるという、ここでの手法に起因する部分が少なくないと思われる。
つまり、警保局値がもつバイアスがそのまま反映されてしまった、と解釈できるわけである。
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そして、その警保局調査にバイアスを生じさせた諸原因はとなると、時代背景を勘案しての
吟味が必要になる。同様の困難は、1937 年の就業人口比についても生じた4。これについても、
異常値として除外するのか、あるいは乱高下そのものの原因をさぐろうとするのかは、本推
計値の利用にあたっての重要な留意点である。

1　田村［1999］（I）、を参照。
2　Tamura［1983b］以下、Tamura［1993］までの諸研究。この時期にはまた、戦前期と接合させるために、

戦後の在日朝鮮人人口の推計も行ったが、これは、出入国管理統計を利用して国調人口に嵩上げしたもの
であり、作業としては格段に楽なものであった（田村［1984］および［1987］）。

3　筆者が東京都立大学（当時）から二松学舎大学へと移ったことを指す。
4　田村［1999］の（III）。
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